
　201３年1月に導入された最低賃金法は、1,044社の

雇用主については適用の延期が認められていたが、

2014年1月からは外国人労働者を含め完全施行と

なっている。

　政府は2020年の先進国入りに向けて、労働集約的

な産業から付加価値産業への転換を目指しており、外

国人労働者を制限する方針を強めている。

　マレー半島部（半島マレーシア）とボルネオ島北部（東

マレーシア）を国土とする多民族国家である（マレー系

6割、中華系2割、インド系1割弱）。また、多数の在留

外国人（総人口の約1割に相当）が国内に居住している。

多様な民族、言語（マレーシア語（国語）、北京語、広東

語、タミル語、英語）、宗教（イスラム教（連邦の宗教）、

仏教、ヒンドゥー教、キリスト教、儒教、原住民信仰）

が混ざり合い、独自の文化を形成している。

　19世紀前半から英国による植民地支配がはじまり、こ

の際のスズ鉱山及び天然ゴムプランテーションへの外国

人労働者流入（福建、広東の中国人、タミル地方のイン

ド人など）が現在の人種構成を生んだと言われている。

第二次大戦を経て195７年に独立し（1965年にはシンガ

ポールが分離・独立）、現在では立憲君主国として議会制

民主主義を採用。独立以来、マレー系政党である「統一

マレー国民組織（UMNO）」を中心とした与党連合（バ

リサン・ナショナル（BN））が一貫して政権を担ってい

る。

　行政区分としては、３つの連邦特別区（首都クアラル

ンプール、ラブアン島、プトラジャヤ）の他、半島マレー

シアの11州にサバ州、サラワク州を加えた1３の州からな

る。半島マレーシアのうちスルタンを元首とする9州で

は、州の行政権は州首相を長とする執行理事会（連邦の

内閣に相当する）により行使され、州長を元首とする他

の4州では、主席大臣が行政権を行使する。特に、サバ

やサラワクでは、主席大臣のもと州内閣が組織され、よ

り国家に近い形態となっている。

　豊富な天然資源（石油・ガス、パームオイル、天然ゴ

ム、木材）に加え、1980年代以降はマハティール首相の

下輸出指向型工業化政策を推進して高度成長を達成。現

在では中所得国（一人当たり国民総所得（GNI）は9,800

米ドル（2012, 世銀））に分類されるが、政府は2020年

までに高所得国（一人当たりGNIが約12,000米ドル以

上）になるべく様々な経済政策を打ち出している。ジニ

係数は0.462（2009, 世銀）でタイ、フィリピンより高

い。インフレ率は、生活必需品（砂糖、ガソリン等）の

価格統制及び補助金交付などにより2 ～ ３％に抑えられ

ている。経済規模に比べ労働力人口が少なく、かつ周辺

国より人件費が相対的に高いことから、農業・プランテー

ション、建築、製造業、家庭内労働（メイド）などの産

業セクターを中心に大量の外国人労働者（正規外国人労

働者だけでも約180万人）が流入している。

　政府の財政収支は2008年以降赤字（対GDP比で▲5

～▲７%（2009 ～ 2011年））で、債務残高は対GDP比

52% （2011）と高い水準にとどまっており、税制改革と

して2015年より物品・サービス税（GST）が導入される

予定である。

表 5-2-1　基礎データ

総人口 （2013） 2,995万人
65歳以上の人口割合 （2013） 5.36 %
総医療費 （2012） 410億リンギ
一人当たり国民総所得 （2013） 10,457米ドル

世帯収入月額（2009） 平均値4,025リンギ
中間値2,841リンギ

出典：マレーシア政府統計局、マレーシア保健省、世界銀行

第２節　マレーシア（Malaysia）
労働施策 � （参考）1リンギ＝ 32.35 円（2014 年期中平均） 中　
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1　経済情勢 ……………………………………
　1985年以降は長期間にわたって順調な成長を続けて

おり、金融危機による世界経済の低迷を受け2009年の実

質GDPはマイナス成長となったものの、現在は中上流

所得国に位置する。

　現在のナジブ政権下では、2020年までに高所得国にな

ること1を目標として、2010年に開発戦略「新経済モデ

ル（New Economic Model）」を開始し、民間セクター

の牽引により産業・サービスの付加価値が高まることを

目標としているが、技能や産業競争力の向上、公的セク

ターの無駄排除等、様々な課題をクリアする必要がある。

「貧困の罠2」や所得格差の問題についても指摘されてい

る。

2　雇用・失業対策 ……………………………
（1）雇用・失業情勢

　労働力人口は漸増しており、201３年には1,３64万人と

なった。労働力率は60 ～ 65％程度で推移しており、201３

年には6７.0％であった。女性の労働力率は201３年時点で

52.4％となり、低い水準にあるものの増加傾向にある。

　就業者数は労働力人口の増加に伴って増え続けてお

り、201３年には1,３21万人であった。

　失業率は３ ～ 4％で推移しており、比較的低水準で安

定した状況にある。

（2）実施機関

　労働行政を主管するのは人的資源省（Ministry of 

Human Resources: MoHR）であり、その中でも労働

局（Labour Department）が中心となって、雇用関係

のサービスを提供している。

■1）  マハティール政権時代の1991年に、2020年に経済、政治、社会、文化等のあらゆる面において先進国入りすることを目標とした長期開発計画「ビジョ
ン2020（VISION 2020）」が策定され、現在のナジブ政権に引き継がれている。

■2）  所得が増加しても、それにより政府サービスが打ち切りや削減となることにより、結局貧困から抜け出せない現象のこと。

表 5-2-2　実質GDP成長率
（%）

年 2008 2009 2010 2011 2012 2013
2014

Q1 Q2 Q3 Q4 Q1 Q2
実質GDP成長率 4.8 ー1.5 7.4 5.1 5.6 4.7 4.2 4.5 5.0 5.1 6.2 6.5

資料出所：マレーシア政府統計局
注：数値は2005年比

表 5-2-3　雇用・失業の動向
（千人、％）

年 2006 2007 2008 2009 2010 2011 2012 2013
労働力人口 10,629 10,890 11,028 11,315 12,314 12,676 13,120 13,635

男性 6,844 6,964 7,075 7,218 7,956 8,130 8,339 8,485
女性 3,785 3,926 3,954 4,097 4,348 4,546 4,781 5,149

労働力率 63.1 63.2 62.6 62.9 63.7 64.4 65.5 67.0
男性 79.9 79.5 79.0 78.9 79.3 79.7 80.5 80.7
女性 45.8 46.4 45.7 46.4 46.8 47.9 49.5 52.4

就業者数 10,275 10,538 10,660 10,897 11,129 12,284 12,723 13,210
男性 6,619 6,747 6,851 6,956 7,708 7,890 8,094 8,238
女性 3,657 3,791 3,809 3,942 4,192 4,395 4,630 4,973

失業者数 255 241 263 259 235 244 396 425
男性 149 138 154 155 140 143 245 248
女性 106 103 109 104 95 101 151 177

失業率 3.3 3.2 3.3 3.7 3.4 3.1 3.0 3.1
男性 3.3 3.1 3.2 3.6 3.3 2.9 2.9 2.9
女性 3.4 3.4 3.7 3.8 3.6 3.3 3.2 3.4

資料出所：マレーシア政府統計局
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（3）職業紹介制度

イ　ジョブズマレーシア（JobsMalaysia３）

　人的資源省が運営する、求職者と求人者に対してオン

ラインでのマッチングを提供するポータルサイト。事業

主による求人登録、求職者による求職登録は、ともにウェ

ブ上で行うことができる。

　国内外からの利用が可能であることから、国内におけ

る労働移動の促進のみならず、海外の大学で学ぶマレー

シア人学生や、マレーシアへの投資を考える外国企業へ

のアピールについても期待されている。

ロ  ジョブズマレーシア・センター（JobsMalaysia 

Centre）

　地域密着型の雇用サービスをコンセプトに設置された

ワンストップ・サービス拠点。全国の中心都市に配置さ

れ、ジョブズマレーシアの管理運営の他、以下のサービ

スを提供している。

・ マッチングサービスの提供

・ 面接の実施

・ 起業支援や事業所訪問を通じた雇用創出支援

・ 労働者の能力開発履歴を記録するプロフィール作成

・ 求職者向けのキャリアカウンセリング、面接・履歴書

作成セミナー等の実施

・ 求人者向けの雇用計画・職務説明書作成セミナー等の

実施

・ 職業講話等の公開セミナー実施

・ 求職者の特性別職業紹介（障害者、シングルマザー、

退職者、若年者、職のない既卒者、刑余者、元薬物中

毒者等）

・ 報告書を通じた労働市場情報の提供（求人・求職情報、

労働市場の情報、倒産情報など）、等

ハ  ジョブズマレーシア・ポイント（JobsMalaysia Point）

　2009年に、人的資源省傘下のすべての事務所及び職業

訓練施設、計99カ所に設置された。求職登録や、ジョブ

ズマレーシアによる求職活動のための設備を備えてい

る。

ニ　民営職業紹介

　1981年 民 間 職 業 紹 介 業 法（Private Employment 

Agencies Act 1981: PEAA 1981）に規定されている。

ここでいう職業紹介とは、営利・非営利の別を問わず事

業主と求職者の間において就職のあっせんを行う者のこ

とを指す。

　マレーシアで人材紹介業を行う場合、人的資源省の許

可（PEAライセンス4）を得る必要がある。事業許可を

得た職業紹介事業者に対しては、マレーシア内外の企業

へマレーシア人求職者をあっせんすることのみが認めら

れ、外国人労働者のあっせんを行うことはできない5。

ホ　労働者派遣

　1981年民間職業紹介業法において、事業主に労働者を

供給する事業についてはPEAライセンスが必要とされ

ているが、事業主が自らの雇用する労働者を一時的に顧

客の事業所にて就労させる、いわゆる労働者派遣につい

ては、PEAライセンスは不要とされている。

（4）一般的な雇用維持・促進施策

イ　雇用におけるブミプトラ優遇策

　マレーシアは多民族国家であり、国民は大別してブミ

プトラ（Bumiputera）と非ブミプトラに大別される。

ブミプトラとはマレー系及び先住民族を指し、非ブミプ

トラとはその他のマレーシア国民（中華系、インド系、

白人及びその他の民族）を指す。

　英国からの独立後、ブミプトラは経済的に豊かな中華

系マレーシア人との対立を深め、1969年には大規模な民

族暴動6が発生するに至った。これを踏まえ、ブミプトラ

の経済的・社会的立場を高め民族間の不均衡を是正する

■３）  第７次国家計画の目玉である電子政府計画（Electric Government Project）においてジョブズマレーシア（JobsMalaysia）、労働市場データベー
ス（Labour Market Database）、オフィス生産性サポートシステム（Office Productivity Support System）の３つのモジュールを備えたElectric 
Labour Exchangeが措置された。

■4）  ライセンス取得のためには、株主資本・払込資本金・取締役の要件の他、社名や事業所の所在地及び施設、株主と取締役会に関する要件を満たす必
要がある。有効期限は1年間。年間25リンギのライセンス料及び労働力局への保証金預け入れが必要となる。

■5）  外国人の非熟練労働者のあっせんについては、内務省（Ministry of Home Affairs: MoHA）の認可を得た人材派遣会社のみに許されている。
■6）  1969年5月1３日に首都クアラルンプールでマレー人と華人との大規模な衝突が起こり、200名近い死者が発生した（いわゆる「5月1３日事件」）。これ

によりマレーシアの初代首相ラーマンが退陣、第二代首相にラザクが就任した。
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政府の基本方針（いわゆる「ブミプトラ政策」）が確立す

ることとなった。

　ブミプトラ政策においては、事業におけるブミプトラ

資本の３0％出資義務、人種比率を反映した雇用比率や大

学入学者比率の維持、公務員制度におけるブミプトラの

積極登用等、経済・雇用・教育を含め多くの面において

ブミプトラ優遇策がとられた。一方で、ブミプトラ政策

に対しては、人口の6割を占めるマレー系国民を優遇す

ることが他人種への平等を欠くという批判や、国内の競

争力を削ぎ健全な経済発展を阻害する危険性の指摘があ

る。

　2009年4月に、発足直後のナジブ政権は、民族の融和

と国民統合を重視し「ワン・マレーシア（1Malaysia）」

のスローガンを掲げるとともに、2７のサービス業種にお

けるブミプトラ資本の３0％出資義務規制を撤廃するな

ど、ブミプトラ政策の見直しが図られた。さらに、2011

年10月には、18のサービス業種の資本規制を2012年か

ら段階的に撤廃すると発表した。

ロ　第 10 次マレーシア計画における労働施策

　2010年３月にまとめられた新経済モデルは、2020年ま

での先進国入りを目指し「高所得（High Income）」「包

括性（Inclusiveness）」「持続性（Sustainability）」と

いう３つの目標を掲げ、それをもとに、①民間セクター

の活性化、②外国人労働者への依存減少、③競争力の強

化、④公共部門強化、⑤市場に優しい優先政策、⑥知識

集約体制の強化、⑦成長産業の開拓、⑧成長の持続性確

保、の8項目からなる新開発戦略を示した。

　さらに、新経済モデルを実現するため、政府は2010年

6月に「第10次マレーシア計画（2011 ～ 2015）」を発表

した。この計画においては、年平均6%の実質GDP成長

率を維持し、2015年には一人当たりの所得を３8,845リン

ギまで上昇させることを目標としている。労働問題につ

いては、労働市場をよりフレキシブルにする施策が提言

された。

　そのうち、労働法制の見直し７、外国人労働者への依存

低下（（9）ロ（ロ）b参照）、パートタイム労働者の権利

保護（（8）参照）については既に実行に移された。また、

労使紛争解決の効率化、「失業救済基金」の設置、職業紹

介機関の改善8については、現在も検討が進められてい

る。

ハ　高度技能労働者の確保

　高度技能労働者の国外流出阻止や海外からの呼戻し、

さらには高いスキルを持つ外国人労働者を誘致するた

め、2011年1月に首相府傘下に人材公社「タレント・コー

ポレーション・マレーシア（TalentCorp）」を発足させ、

2012年4月には「タレント・ロードマップ2020（Talent 

Roadmap 2020）」を発表した。ロードマップにおいて

は、①マレーシア人の人材育成、②グローバルな人材の

誘致、③海外トップレベルの人材とのネットワーク構築、

の３点を柱としている。

　タレント・コーポレーション・マレーシアの代表的な

サービスは以下のとおり。

（イ）国内マレーシア人向け

a 　ファストラック（FasTrack）

　電子・電気工業セクターの調査・開発エンジニア育成

を目的とした12 ヶ月間のプログラム。受入企業における

調査・開発の実践訓練を伴うアプレンティスシップ（徒

弟制度）や、職業訓練センターでの補助的なトレーニン

グが含まれる。期間終了後に受入企業に正式採用される

場合もある。

b 　構造化インターンシップ・プログラム

　　（Structured Internship Programme: SIP）　

　高等教育省（Ministry of Higher Education: MoHE）

との共同で、企業9がインターンシップを通し、学生10に

実践的な学習体験を提供する。

　学生にとっては教育機関で学んだ理論を実践に移す場

■７）   雇用、給与、解雇等の柔軟化について、2012年4月に改正雇用法を施行した。
■8）   産業界、教育現場及び地域と連携し、進路相談の改善や現場のニーズにマッチした人材紹介等を可能とするため、現在法案を検討している。
■9）   資本、売り上げ、労働者数において一定の要件を満たした企業のみが参加可能。
■10）   マ レ ー シ ア 国 民 で あ り、IPTA（Institusi Pendidikan Tinggi Awam/Public Institute of Higher Learning） も し く はIPTS（Institusi 

Pendidikan Tinggi Swasta/Private Institute of Higher Learning）でフルタイムの学位取得プログラム及びタレント・コーポレーションが同
等であると認めた教育プログラムを受講している者。
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であるとともに、希望する産業・企業での就労を体験で

き、将来の就職を見据えて使用者に能力を証明する機会

ともなり得る。参加企業には、インターンシップに要し

た費用について税控除のインセンティブが与えられると

ともに、将来の正式雇用を前提にインターンシップ生が

要求に見合った人材かどうかの測定、選抜を行うことが

できるというメリットもある。

c 　フレックスワークライフ・マレーシア

　　（FlexWorkLife.my）

　 女 性・ 家 庭・ コ ミ ュ ニ テ ィ 開 発 省（Ministry of 

Women, Family and Community Development: 

MoWFC）と共同で、主に女性活用のためのプログラム

を提供する。

　女性においては特に個人生活と職業の両立に困難を抱

えるケースが多いことから、労働の効率化と使用者の積

極関与によりワーク・ライフ・バランスを最適化するこ

とが目的とされる。ポータルサイトにおいては、フレキ

シブルな働き方（フレックスタイム、テレワーク等）や、

ファミリー・フレンドリーな施設（保育所等）を求める

求職者と、それらを提供する企業の求人が登録すること

によりマッチングを可能とする他、ベスト・プラクティ

スの情報共有などが行われる。

　また、少なくとも2年間キャリアにブランクを持つマ

レーシア人女性を雇用し、タレント・コーポレーション

が認める訓練プログラムを提供する企業は、これらの女

性の雇入れから12 ヶ月以内に発生した訓練コストに対

して税控除を受けることができる。

（ロ）海外在住マレーシア人向け

a 　専門家帰国プログラム

　　（Returning Expert Programme）

　経済改革プログラム（Economic Transformation 

Programme: ETP11）の一環として、マレーシア人専門

技術者の帰国を容易にすることを目的とする。

　申請時点で少なくとも３年間継続して海外に在住、雇

用されているマレーシア国民で、一定以上の学位及び実

務経験を有する者が帰国し、国家重点経済分野（New 

Key Economic Areas: NKEAs）に貢献する場合、さ

まざまな優遇措置をうけることができる12。

b 　STARプログラム（STAR Scholarship）

　 公 共 サ ー ビ ス 局（Public Service Department: 

JPA）との共同プログラム。JPAの奨学金を得て海外で

学ぶ学生に、経済改革プログラム（ETP）を支援するマ

レーシアの重要企業に勤務する機会を与える。

c 　就職フェア参加に係るインセンティブ

　　（Career Fair Incentive: CFI）

　2012 ～ 2016年の間、海外で実施される就職フェアに

参加する企業への支援を通して、優秀なマレーシア人の

帰国就労誘致を後押しする。

　海外で実施された、タレント・コーポレーション後援

の就職フェアに参加した企業は、旅費、参加費その他関

連費用について税控除を受けることができる。なお、就

職フェアは、現在海外で学ぶマレーシア人学生及び海外

に在住・就労するマレーシア人技能労働者を対象とした

ものでなければならない。

（ハ）外国人向け

　レジデンス・パスの導入（（9）ロ（イ）b参照）。

（5）若年者雇用対策

　政府は、所得を増加させ先進国となるためには、賃金

の低い労働力集約産業から高賃金で生産性の高い知識集

約産業へ転換することが必須であるとしているため、人

材開発、特に若年者の能力開発と活用が重要視されてい

る。

表 5-2-4　若年失業率（15 ～ 24歳）
（千人,%）

2004 2005 2006 2007 2008 2009 2010 2011 2012 2013
11.7 11.7 10.9 10.9 10.9 11.9 10.2 9.9 10.3 10.4

男性 11.2 11.5 10.8 10.5 10.3 11.5 9.6 9.4 9.8 9.3
女性 12.4 12 11 11.5 11.8 12.5 11.1 10.8 11 12

資料出所：マレーシア政府統計局

■11）   2010年9月25日に、マレーシア国家改革プログラム（NTP）の一部として策定された。2020年の高所得国入りを目指して、12の国家重点経済分野
（NKEAs）の強化、6つの戦略改革イニシアチブ（SRIs）を通じた競争力向上などを図る（http://etp.pemandu.gov.my/）。

■12）   所得税を5年間限定で15％に固定、私物のマレーシアへの持ち込みについて課税免除、外国人の配偶者及び子に対する永住権付与など。
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　一方で、若年労働者の失業率は10％程度と全年齢失業

率と比較して顕著に高い。これについては、急速な高学

歴化に見合った職業ポストが十分でないからとの見方が

ある。2012年11月には、2010年より検討が開始された

「卒業生就業ブループリント（The National Graduate 

Employability Blueprint 2012-201７）」が完成し、今後

の産業構造の変化を見据えた上で、教育と就労支援をリ

ンクさせ、在学生・学卒者が学校で学んだ専門知識や技

術を活かした職業生活を送るための道筋が示された。

　職業訓練による即戦力人材の育成にも力が入れられて

おり（2（10）参照）、タレント・コーポレーションの提

供するサービスの多くも、新卒者を対象としたものであ

る（2（4）ハ参照）。

（6）高年齢者雇用対策（退職年齢の引上げ）

　民間企業においては慣習として55歳が退職年齢と

されてきたが、2012年に最小退職年齢法（Minimum 

Retirement Age Act 2012）が成立し、201３年７月1日

より法定の最低退職年齢が60歳とされた。

　この背景には、平均寿命が伸び高齢化が進む中で、一

般に退職後の生活のための貯蓄が不十分であり、退職年

齢を延ばしてその間の所得確保と貯蓄の上乗せを図る必

要があること、定年が60歳である公務員1３との均衡を図

る必要性及び、タイやインドネシアといった周辺国の退

職年齢が60歳（シンガポールは62歳）であることが挙げ

られる。

　法施行後に締結されたものはもちろん、法施行前に結

ばれた契約であっても、60歳未満での退職を定めた労働

契約、労働協約について、施行日以降の退職年齢はすべ

て60歳とされる。しかし、労働者側の希望によって60歳

より早期の退職を選択することは可能である。

　最小退職年齢法は、公務員（国、州を問わない。）、見

習い期間にある者、徒弟契約にある者、マレーシア人で

ない労働者、家事使用人、パートタイム労働者、学生ア

ルバイト、24 ヶ月以下の有期労働契約及び法施行前に55

歳以上で退職して法施行後に再就職した者については適

用除外とされる。なお、この法律に違反した使用者に対

しては最大で10,000リンギの罰金が科せられる。60歳未

満で年齢を理由に退職させられた労働者は、人的資源省

労働局長に不服申立てを行うことができる。

（７）女性労働対策

イ　女性の労働参加状況

　女性の労働力率は201３年時点で52.4％と近隣諸国と

比較しても低調である。

　女性労働者の進出が活発である分野としては、金融保

険業、サービス業、教育分野、家事使用人などが挙げら

れる。中でも家事使用人の9割以上、教育分野の6割以上

が女性労働者に占められている。

　政府は女性の能力活用を目指し、管理職等、意思決定

に関わる職位に女性を増やすなど、労働参加の数だけで

なく質を高めることも重視している。第10次マレーシア

計画のもとでは、保育施設の充実により、女性の労働参

加促進を図ることとされた。また、フレックスタイムや

在宅勤務も促進するとしている。

ロ　女性労働者保護施策

　女性の夜間勤務は、1955年雇用法（Employment Act 

1955）第３4条で規制され、使用者は午後10 時から午前5 

時までは、女性労働者に工業14や農業15における労働を

要求してはならず、また連続11 時間以上労働させること

はできないとされている。ただし、使用者はこの条項の

適用免除を、人的資源省労働力局長に文書で申請するこ

とができる。なお、いかなる場合においても女性を坑内

作業に従事させることはできない。

（８）非正規労働者対策

　2010年10月1日に施行された1955年雇用法パートタイ

ム従業員雇用規制（Employment Act 1955 Employment

（Part-Time Employees）Regulations 2010）において、

パートタイム労働者は、同一企業内の同様の職務部門で

雇用されている常勤従業員と比較して所定労働時間が

■1３）   公務員の定年年齢は、55歳～ 56歳～ 58歳と徐々に引上げられ、2012年1月より60歳となった。なお、マレーシアの公務員は約1３0万人であり、労
働力人口の1割を占める。

■14）   岩等の破砕、運搬その他の処理。物品の製造、梱包その他の販売準備など。造船や、電力事業、その他製造業。建設作業など。
■15）   農業、園芸又は林業、家畜及び家禽の世話、あるいは植物や樹木の農産物の収穫を目的として労働契約に基づき従業員が雇用されている仕事。
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７0％未満の者であると規定され、時間外労働や休暇など

についても定められた。ただし、必要に応じて就業しか

つ労働時間が常勤労働者の３0％を超えない労働者、自宅

勤務の労働者については、この法律の定めるパートタイ

ム従業員には該当しない。

　パートタイム規制の導入は、主婦、退職者、大学生及

び身体障害者を労働市場に統合することを目的としてお

り、それによる個人及び世帯収入の増加、外国人労働者

への依存度低下が期待されている。

（9）外国人雇用対策

イ　根拠法令

　出入国管理法（Immigration Act 1959/6３）

ロ　外国人労働者受入制度

　外国人が就労を目的としてマレーシアに滞在する場合

は、就労ビザの取得が必要となる。就労ビザの取得に当

たっては、入国管理局に申請を行う。

（イ）駐在員、高度技能労働者等

a 　雇用パス（Employment Pass）

　マレーシアの事業主に雇用される管理職や専門職の外

国人は、雇用パスと呼ばれる就労ビザを取得する。雇用

パスの有効期間は1 ～ 5年であり、発給に当たっては以

下の要件が必要である。

①　雇用主が、事業主の資本金に関する要件を満たして

いること。

・ 完全マレーシア資本の事業主　250,000リンギ 

・ マレーシア資本と外資の合弁事業主　３50,000リンギ 

・ 完全外国資本の事業主　500,000リンギ 

・ 流通・サービス業及び外国人所有のレストラン　

1,000,000リンギ、等

②　労働者の給与が月額5,000リンギ以上であること。

③　労働者の雇用期間が2年以上であること。

④　労働者のパスポート有効期限が最低18か月残って

いること。

　なお、申請に当たって年齢制限は設けられていない。

　雇用パスを取得している外国人労働者の配偶者や子

は、ディペンデント・パス（Dependent Pass）の発

給により雇用パスの有効期限と同期間の滞在許可を受け

ることができる。配偶者は個別に雇用パスを取得するこ

となしに、ディペンデント・パスを保持したまま就労許

可を得ることができる。

b 　レジデンス・パス（Residence Pass）

　マレーシア政府は2011年4月に、国家重要経済分野

（NKEAs）に優秀な外国人を誘致することを目的に、レ

ジデンス・パスを導入した。レジデンス・パスを取得し

た労働者についてはマレーシアに最長10年間の滞在、就

労が可能であり、パスを更新することなしに就労先を変

更することもできる。

　レジデンス・パスの取得に当たっては以下の要件を満

たす必要がある。

・ マレーシアの経済改革に貢献できること

・ マレーシアで３年以上継続して勤務していること

・ 申請時に有効な雇用パスを持っていること

・ 大学で準学士以上の資格あるいは専門機関による専

門資格を持っていること16

・ 計5年以上の就業経験があること

・ 所得税の課税対象となる年収が14万4,000リンギ以

上あること

・ マレーシアの所得税ファイル番号を持ち、2年以上所

得税を支払っていること

　レジデンス・パスを取得した労働者の配偶者及び18歳

未満の家族についてもディペンデント・パスの申請が可

能であり、配偶者も別途就労パスの取得なしに就労する

ことが可能となる。また、18歳以上の同伴家族や両親、

義理の両親についても5年間の滞在ビザ（Long-Term 

Social Visit Pass）を申請することができる。

c 　 プロフェッショナル・パス（Professional Visit 

Pass）

　国外の事業所に籍をおいたままマレーシア国内で短期

の就労を行うための短期就労ビザ。プロフェッショナル・

■16）   マレーシア政府が承認する大学、専門機関である必要がある。
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パスの発行を受けた者が申請外の事業に従事する場合

は、入国管理局長の書面による同意を得ることが必要と

される。

　プロフェッショナル・パスでは最長1年間の滞在許可

が可能である。

（ロ）非熟練労働者等

a 　概況

　約1,200万人の労働者人口のうち約200万人を外国人

労働者が占めている。インドネシア、バングラデシュ、

ネパールから流入した者が中心であり、その他ミャン

マーやインド、ベトナムなどの者も見られる。彼らがマ

レーシア国内で就労するためには、就労許可（Work 

Permit）が必要である。

　外国人の非熟練労働者が就労可能な産業は、製造、農

業、プランテーション、建設、サービス業に限られてお

り、産業ごとに各事業所で就労するマレーシア人に対す

る非熟練外国人労働者の比率に基準が設けられている。

建築業、農業、製造業など特に特にマレーシア人が回避

しがちな業種での就労が目立ち、女性の場合は家事使用

人として働く者も多い。

b 　非熟練労働者関連施策の動向

　政府は、低賃金の外国人労働者の流入は機械化等への

企業投資の遅れを招き生産性の向上を妨げるとしてお

り、第10次マレーシア計画においても継続して外国人労

働者への依存縮小を掲げ、削減に取り組んでいる。

　不法移民、外国人労働者の実態把握とその削減のため、

2011年７月から約1年をかけてアムネスティ・プログラ

ム（6P）と呼ばれる違法外国人の登録・合法化プログラ

ムが実施された。この結果、2012年5月時点で約1３0万

人の違法外国人が政府に登録し、このうち約50万人が合

法化され、約15万人が帰国した。これらプログラムと並

行して正規外国人労働者の指紋登録も実施された。

　2011年から、非熟練の外国人労働者について、就労許

可の申請に当たって医療保険に加入することが必須と

なった他、2011年9月には外国人労働者付加金（Levy1７）

が一律50リンギ引上げられた。

　一方で、201３年1月からの最低賃金導入に際して、外

国人労働者に与えられる各種の便宜（Levyの使用者負

担、住居・通勤手段の提供）について改めて議論され、

その結果、2009年4月以来使用者負担とされていたLevy

を外国人労働者本人負担に戻す旨の決定が行われた

（201３年1月３0日）。この変更は、新規の外国人労働者雇

入れ時及び許可更新時に適用される。

c 　非熟練外国人労働者の就労許可手続

　非熟練外国人労働者の雇用については、内務省

（Ministry of Home Affairs: MoHA）からライセンス

を取得した人材派遣会社（Licensed Outsoursing 

Companies: LOC）のみが行うことができる。

　就労認可の期間は1年である。毎年更新を行い、10年

までの延長が認められる。

①　外国人労働者を雇用しようとする事業主は、人的資

源省労働力局及びジョブズマレーシアに求人登録を行

う。

②　1 ヶ月程度の募集期間の後マレーシア人労働者が得

られなかった場合、外国人労働者の雇用許可のための

確認書を労働力局から取得する。

③　内務省への必要人数、送出国等の申請、認可の後、

外国人労働者付加金（Levy）を支払い、外国人労働者

雇用認可の証明を得る。

④　事業主は、外国人労働者の採用決定後、当該外国人

労働者の雇用について、送出国大使館の認証を得る。

⑤　入国管理局に当該外国人労働者の照会ビザ（Visa 

with reference）及び就労許可を申請する。

⑥　⑤の認可後、入国のため、外国人労働者送出国のマ

レーシア大使館・領事館で照会ビザを取得する。 

⑦　外国人労働者入国の際には、入国管理局において、

雇入れ企業自ら入国手続を行う。当初は３0日の滞在パ

スが発給され、この間に会社は当該労働者の健康診断

を行い、適格という診断を得た上で、就労許可の申請

を行う。

■1７）   1991 ～ 1992年の国家予算策定時に、社会保障費の補填と、外国人労働者への過度の依存を避けるために導入された外国人雇用に対して課される税
金。年間の税額は産業と技能レベルによって変わる。
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（ハ）マレーシア人雇用義務

　政府は、マレーシア社会の民族構成比を反映した従業

員構成となるよう、すべての企業に対して努力義務を課

している。1955年雇用法に基づき、マレーシア国内の事

業主は、外国人労働者を雇用することを目的としてマ

レーシア人労働者の雇用契約を解除することが禁止され

ている。また、労働者の削減を行う場合、マレーシア人

を解雇する前に同程度の能力を持つ外国人労働者を解雇

するよう要請している。このように、マレーシアにおい

ては外国人労働者を雇用の調整弁とすることで、マレー

シア国民の雇用の安定が図られている。

（10）職業能力開発対策

イ　概要

　高等教育省（Ministry of Higher Education）、人的

資 源 省、 地 方 地 域 開 発 省（Ministry of Rural and 

Regional Development）傘下のMARA委員会（Malay 

for Indigenous People's Trust Council18）、青年ス

ポーツ省（Ministry of Yourth and Sports）、地方自

治体など、さまざまな運営主体によって実施されている。

ただし、高等教育省以外が管轄するすべての資格、訓練

レ ベ ル に 関 し て は、 人 的 資 源 省 の 技 能 開 発 局

（Department of Skills Devalopment）が所管してい

る。人的資源省は、基準を満たした訓練校へ認定を与え

ており、認定を受けた学校は、人的資源省管理の各種基

金を利用しやすくなる。

　職業資格に関しては、人的資源省の技能開発局

（Department of Skills Development: DSD）におい

て、マレーシア標準職業分類（Malaysia Standard 

Classification of Occupations: MASCO）に基づい

て分類した職業資格について、マレーシア技能認可証

（Malaysia Skills Certificate:MSC）を制定している。

2008年時点で、4,026種の職業に分類され、各々に必要

とされる技術やレベルが国家職業スキル標準（National 

Occupational Skills Standards: NOSS）として、そ

れぞれレベル1 ～ 5として規定されている。

ロ  初期職業教育訓練（Initial Vocational Education 

and Training: IVET）

　高等教育省の提供するポリテクニック（準専門職養成）

や、人的資源省が提供するものがある。人的資源省には、

2010年時点で2７校の職業訓練校がある。これらは労働力

局の管轄下におかれ、内訳はJMTI（Japan Malaysia 

Technical Institute: 日本マレーシア技術学院19）1校、

ADTEC（ADVANCED Technology Training 

Centre: 上級技術訓練センター）4校、ITI（Industry 

Training Institute: 産業訓練専門学校）22校となって

いる。これらはそれぞれ入学資格や訓練内容が異なって

いる。

　地方地域開発省傘下のMARA委員会は、ブミプトラの

教育・就労推進のために設けられ、マレー人の企業支援

や教育支援のため、全国20 ヶ所以上に大学や職業訓練校

を設けている。この他に、地方公共団体、企業、教育界

の共同で作られた技術教育訓練機関もあり、そのうちペ

ナン技術開発センター（Penang Skill Development 

Centre）では長期訓練コースを実施している。

ハ  継続職業教育訓練（Continuing Education and 

Training: CVET）

　高等教育省は、ポリテクニックコースの一部に生涯教

育訓練プログラムを持っている。

　人材資源省において代表的なものは国家デュアル訓練

システム20（National Dual Training System: NDTS）

である。マレーシアではデュアル訓練システム導入の試

みは過去にも行われたが、十分な成果を挙げることがで

きなかった。NDTSにおいては、西欧の制度をそのまま

導入するのではなく、マレーシアに合わせた形に変更を

加えている21。2010年時点で政府関連企業、海外投資企

業、中小企業の幅広い参加を得ている。

　人的資源省ではこの他にも、短期コースとして就業中

■18）   マレー語「Majlis Amanah Rakyat」の頭文字をとって「MARA」とされる。
■19）   日本とマレーシア政府の共同プロジェクトとして199３年設立。製造業、コンピュータ、メカトロニクスなどの高度熟練技術者を育成することを主目

的とし、年間約600名の訓練生を受け入れている。
■20）   デュアル訓練システムとは、ドイツを中心に行われている、教育機関と企業が一体となって行う教育訓練制度のこと。
■21）   西欧のデュアル訓練システムにおいては、訓練終了後に受入企業、訓練生それぞれの意向の下に労働契約締結の有無を判断するが、マレーシアの

NDTSにおいては訓練修了後2年間、訓練生が受入企業に就労することを義務づけている。
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の人材の技能向上訓練を行っている。IVET同様、MARA

委員会や地方公共団体、産業別組織等においてもCVET

を提供している。

ニ  人的資源開発基金（Human Resources Development 

Fund: HRDF）

　199３年 に 設 立 さ れ、 現 在 は 人 材 資 源 開 発 協 議 会

（Pembangunan Sumber Manusia Berhad: PSMB）

によって運営されている。所定の拠出金を納付した使用

者は、雇用するマレーシア人従業員の研修費の全額又は

一部を基金から給付金として受け取ることができる。

一例として、製造会社の場合は以下のとおり拠出額が定

められている。

表 5-2-5　人的資源開発基金拠出額（例：製造業の場合）

50人以上の労働者を雇用する事業主 労働者の月額給与の1%
資本金250万リンギ以上かつ
10人以上50人未満の従業員を雇用する事
業主

労働者の月額給与の1％

資本金250万リンギ未満かつ
10人以上50人未満の従業員を雇用する事
業主
※PSMBへの雇用者口座登録が可能 22

労働者の月額給与の0.5%

（11）失業保険制度

　1955年雇用法において解雇手当は定められているも

のの、国による失業保険に相当する制度は存在しない。

現在失業保険導入の検討が進んでいるが、使用者側の負

担増大が想定されるため経済界の反発は強い。

3　労働条件対策 ………………………………
　包括的な労働法規として、1955年雇用法が存在し、公

務員等一部を除き、月額賃金2,000 リンギ以下の収入を

得ているすべての被用者に適用される。また、肉体労働

に従事する者に関しては、所得額を問わずすべての被用

者に適用される。ただし、マレーシア建国の際の合意に

基づき、現在でも幅広い立法権限が認められているサバ

州とサラワク州には適用されず、それぞれの州にはサバ

労働令（Sabah Labour Ordinance）、サラワク労働令

（Sarawak Labour Ordinance）が存在する2３。

（1）最低賃金制度と賃金動向

イ　概況

　194７年賃金評議会法（Wages Council Act 194７）24に

より、映画館従業員、ケータリング業など特定の職種に

ついて報酬と雇用条件が定められた。しかし、製造業の

労働者は法の適用外であり、また法定の最低賃金が平均

賃金と比較しても低い水準であったことから、現実的に

はほとんど機能していない状況であった。

　経済成長や物価の上昇にも関わらず賃金の伸びが低

く、月額収入７00リンギ以下の労働者が３割以上であった

こと等により、政府は2010年に最低賃金の導入を目指す

ことを決定、2011年に国家賃金評議会法（National 

Wages Consultative Council Act 2011）を制定した。

翌2012年３月には、最低賃金の導入を閣議決定し、７月

16日付けで、2012年最低賃金指令（Minimum Wages 

Order 2012）を公布した。

　政府は国民所得の増大のみならず、低賃金で労働者を

確保することが困難になり、その結果として企業の設備

投資が活発化し、機械化の促進や生産性の上昇が起こる

ことを期待している。

ロ　最低賃金

（イ）概要

　最低賃金指令は、6名以上を雇用する事業所及びマ

レーシア標準職業分類に基づく専門的業務に従事する事

業主（被用者数は問わない）については201３年1月1日

に、被用者が5人以下の事業主については201３年７月1日

付けで施行された。

（ロ）根拠規定

　2012年最低賃金指令（Minimum Wages Order 2012）

である。この指令の制定及び改廃については2011年国家

賃金評議会法（National Wages Consultative Council 

Act 2011）による。

■22）   PSMBの雇用者口座に課徴金の残高がある場合、マレーシア国内で行われた研修については研修費用の100％、国外で行われた研修については費用
の50%までが支給される。

■2３）   本稿においては特別の記載がない場合は半島マレーシアの制度について述べている。
■24）   2011年国家賃金評議会法（National Wages Consultative Council Act 2011）により廃止された。
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（ハ）決定方式

　2011年 国 家 賃 金 評 議 会 法（National Wages 

Consultative Council Act 2011）に基づき、最低で

も2年に一度、国家賃金評議会が政府へ勧告を行う。

　国家賃金評議会は、議長、副議長、書記、公務員代表

（最低5名）、労働者代表（最低5名）、使用者代表（最低

5名）、その他有識者25（最低5名）から成る26。労使代表

の数は常に同数である必要があり、評議会構成員は総数

で29人を超えてはならない2７。

　勧告の内容は、最低賃金の金額、適用範囲、適用除外、

施行期日を含む、最低賃金に関する事項全般にわたる。

勧告を受けた政府は、勧告を承認する又は、指定の期日

までに内容見直しの上再勧告を行うよう評議会に指示す

ることができる。

（ニ）設定方式

　現在は、経済格差を考慮して、半島マレーシアと、ボ

ルネオ島のサバ州・サラワク州及び連邦領ラブアンにお

いて最低賃金額が異なっている。しかし、国家賃金評議

会は、次回の見直しの際に半島マレーシアと他地域の最

低賃金を同額にすることを検討すべきとの勧告を行って

おり、全国一律の最低賃金を目指している。

（ホ）最低賃金額

　半島マレーシア：月額900リンギ（時間当たり4.３３リ

ンギ）

　サバ州・サラワク州・連邦領ラブアン：月額800リン

ギ（時間当たり３.85リンギ）

（ヘ）適用対象

　家事使用人を除く、あらゆる被用者（外国人労働者を

含む）。

（ト）　適用除外又は減額措置の対象

・ 試用期間の最初の6 ヶ月間に限り、最低賃金の３0％を

超えない範囲での減額が認められる。

・ 賃金評議会に申請し、最低賃金の支払いが困難である

と認められた事業主に関しては、各々 ３ ～ 6 ヶ月の施

行猶予が認められる。

（チ） 外国人労働者への雇用税、便宜供与の取扱いについて

　最低賃金令が適用される事業主に対しては、外国人労

働者に対して課せられる雇用税（Levy：2（9）ロ（ロ）b

参照）や、住宅供与等の費用について、月額50リンギま

では申請なしに給与から控除することが可能である28。

50リンギ以上の控除を行うには申請が必要であり、労働

局において個々の事情に応じて控除の可否を判断するこ

ととなる。

（ﾘ）その他

　最低賃金以上の賃金を支払わなかった労働者に対して

は、支払わなかった労働者1人当たり最高10,000リンギ

の罰金が科される。

　なお、1955年雇用法第2条において、以下の給付は賃

金に含めないこととされている。

・ 住宅費、食費、光熱費、水道代、医療費、認可された

厚生施設・サービスの利用など

・ 年金基金、老齢退職基金、整理・一時解雇保証制度、

従業員貯蓄制度など被用者の福祉厚生のために設立

された諸制度への雇用主負担支出

・ 通勤手当など

・ 業務の性質上やむを得ず発生する特殊費用の被用者

への支払い分

・ 解雇あるいは退職に当たって支払われる特別手当

・ 年次賞与あるいはその一部

ハ　賃金の動向

　全般的に、産業、職位による賃金の格差が大きいとさ

れる。特に一次産業や製造業の非熟練労働者において低

賃金で就労する者が多い。また、マレーシア人の中でも

ブミプトラ（マレー系のマレーシア人）より華人系の方

が高い傾向である。

■25）   大臣の意見により、労働・労使関係に関する知識や経験、専門性を有する者から選ばれる。
■26）   議長、副議長及び有識者については、公務員、使用者、労働組合メンバーから選ぶことはできない。書記については公務員が務めることとされている。
■2７）   201３年３月時点で、国家賃金評議会の構成員は26名。
■28）   ただし最寄りの労働事務所に電子メール若しくは文書での通知が必要である。
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　マレーシア経営者連盟（MEF）が2014年11月に発表

した給与に関する調査結果によると、2014年における管

理職の昇給率は平均で5.5３％となり、昨年の6.３1％を下

回った。非管理職の昇給率は平均5.4３％で、これも昨年

の6.68％を下回った。

表 5-2-7　産業別平均月額賃金

平均月額賃金（RM）

2011 2012 2013
農業、林業、漁業 922 1,015 1,054 
鉱業、採石業 3,410 3,423 3,663 
製造業 1,557 1,723 1,798 
電気、ガス、空調業 2,687 2,683 3,203 
水道、下水道業 1,742 1,609 1,637 
建設業 1,575 1,626 1,731 
卸売り、小売り等 1,419 1,448 1,568 
運輸、倉庫業等 1,878 1,973 1,996 
宿泊業、レストラン業 1,073 1,163 1,277 
情報通信業 3,102 3,285 3,551 
金融、保険業 2,948 3,149 3,156 
不動産業等 3,057 2,812 3,226 
専門家、科学技術関係 2,633 2,822 2,982 
サポートセンター業 1,227 1,167 1,333 
公務員、軍人等 2,474 2,577 2,870 
教育業 2,898 3,137 3,420 
健康、社会的サービス業 2,352 2,455 2,689 
芸術、エンターテイメント業 1,469 1,436 1,627 
他のサービス業 1,316 1,384 1,556 

資料出所：マレーシア政府統計局 

ニ　賃金の決定手法

　民間部門の賃金決定には、国家賃金評議会法による最

低賃金、団体交渉と市場原理の三つの仕組みがあるが、

実態としては、市場原理によって賃金が決定される場合

が多い。

　賃金と労働生産性の双方を同時に向上させ、労使に利

益をもたらす賃金決定システムとして、人的資源省傘下

の 労 使 関 係 局 は、 生 産 性 連 動 賃 金 シ ス テ ム

（Productivity-Linked Wage System: PLWS）の導

入を推奨している29。PLWSにおいては、賃金は①固定

部分 ②変動部分、により構成される。①固定部分には、

固定給と年次昇給が該当し、所得の安定に作用する。固

定給は物価水準等の生活コストを反映し、年次昇給を通

して調整される。一方、②変動部分は、生産性や利潤を

基にしたインセンティブであり、労働者各々の業績によ

り決定される。

ホ　賃金を巡る紛争

　最低賃金制度の外国人労働者への適用が延期されたこ

と等に対する労働者の反発により、201３年には、最低賃

金の支払いを求める外国人労働者によるストライキが発

生した。また、最低賃金導入を受け、最低賃金未満で働

く労働者の賃金を引き上げる一方で、最低賃金以上の賃

金を受け取っている労働者の昇給を抑制する事業主もお

り、賃上げに関する格差に不満を持つ労働者がストライ

キを起こす事例もあった。

（2）労働時間・休暇制度

イ　労働時間規制

　1日の労働時間は原則8時間以内とされている（労働時

間には休憩時間を含まない）が、労使において一週間の

うちいずれか1日の所定労働時間を8時間未満とする合

意がある場合については、それ以外の日において、使用

者は当該労働者に最大9時間まで働かせることが可能で

■29）   1996年8月1日に国家労働諮問委員会（National Labor Advisory Council: NLAC）において承認され、これをきっかけに国家の賃金制度見直し
の機運が高まった。

表 5-2-6　平均月額賃金
（リンギ）

全体

男女別 地域別 出身地・民族別

男性 女性 都市部 農村部 マレーシア人 マレーシア
人以外ブミプトラ 華人系 インド系

2013 2,052 2,086 1,992 2,222 1,474 2,185 2,109 2,444 2,032 1,293 
2012 1,881 1,906 1,838 2,028 1,393 2,017 1,990 2,331 1,903 1,075 
2011 1,775 1,801 1,728 1,912 1,369 1,921 1,877 2,235 1,812 926 

資料出所：マレーシア政府統計局“Salaries & Wages Suevey Report 2013”
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ある。いずれの場合も一週間３0の総労働時間は48時間を

超えてはならない。

　1日に労働者を10時間以上拘束することも禁止されて

いる。これは労働を開始した時間から連続10時間を意味

し、その間の休憩時間や作業休止時間すべてを含む。ま

た、5時間を超えて連続労働させる場合、使用者は労働

者に３0分以上の休憩時間を与えなければならない。

　14 ～ 16歳の若年者を1日6時間、週３6時間を超えて労

働させることはできない。また、両親がいる事業所を除

いて午後10時～午前5時の間にこれらの若年者を就労さ

せることはできない。

ロ　交代勤務 ３1 に関する規定

　1955年雇用法60C条において、交替勤務に就いている

労働者に対しては、労働契約に基づき一般的な労働時間

規制とは異なる就業が可能となっている。交替勤務は、

承認申請なしに導入することができる。交替勤務に就い

ている労働者に対してはフレックスタイム制が認められ

ている。

　交代勤務従事者については、1日最大15時間までの労

働が可能である。また、一週間に48時間を超えて働くこ

とも可能であるが、連続する３週間の平均労働時間が週

当たり48時間を超えないことが条件である。また、交代

勤務に従事する労働者に1日に複数シフトでの勤務を求

めることはできない。

ハ　夜間勤務及び休日勤務に関する制約

　原則、使用者は労働者に対して時間外労働を強要して

はならないことになっている。ただし、職場内で事故が

発生した又は発生する恐れがある場合等、緊急の場合に

おいては月に104時間までの範囲において時間外労働を

求めることが認められる。時間外手当については、通常

の就業日の場合賃金時給の1.5倍、休日勤務の場合2倍、

公休日の出勤の場合は３倍の支給が定められている。

　なお、女性については2（７）で述べたとおり夜間勤務

が規制されている。

ニ　週当たりの休日の付与における柔軟性

　1955年雇用法の第 59 条に基づいて、どの従業員にも

毎週1日、雇用主が決定した日を休日とすることが認め

られている。雇用主は、週の中のいずれかの特定の日を

休日に指定することができる。休日は毎週同じ曜日であ

る必要はない。また、各従業員によってそれぞれ休日が

異なっていても構わない。

ホ　年次有給休暇及び病気休暇制度

　1955年雇用法に基づき、暦年当たり少なくとも10日間

の公休日（独立記念日、国王誕生日、連邦直轄地の日、

労働者の日を含む）、及び1951年祝日法第8条に基づき宣

言された臨時の祝日が有給休暇となる。

　年次有給休暇については、1955年雇用法60E条におい

て、以下のように取得日数が定められている。

勤続年数 2年未満 2年以上5年未満 5年以上

取得可能日数 年8日 年12日 年16日

　有給の病気休暇についても、1955年雇用法第60F条に

おいて以下のとおり定められている。

勤続年数 2年未満 2年以上5年未満 5年以上 入院を要する場合

取得可能日数 年14日 年18日 年22日 年60日

ヘ　出産及び育児休暇制度

　1955年雇用法第３７条において、連続60日以上の出産

休暇を取得する権利が保障されている。出産休暇は出産

の直前３0日又は出産直後の日から数える。出産３0日前か

ら休暇の取得が可能であるが、出産前の休暇については

無給となる。

　労働者は、出産休暇中の1日につき、通常の1日当たり

の賃金と1日当たり6リンギとを比較し、高い方の金額を

出産手当として使用者に請求することができる。ただし、

出産休暇中にも月給が支払われる場合、出産手当を受給

することはできない。

■３0）   ここでの「一週間」とは連続する７日間を指す。
■３1）   「交替勤務」というのは、2 交替以上のシフトで連続して行う必要のある作業を指し、交替勤務に就いている従業員に関して「日」とは、その日に当

該従業員が労働を開始した時間からの連続する24 時間を意味する。
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　出産手当の取得要件は、出産時点において生存してい

る実子が4人以下である場合であり、出産時に5人以上の

生存実子がいる場合は手当を請求することはできない。

また、出産手当を受給するには、出産前4か月のいずれ

かの時点で当該使用者に雇用されており、かつ出産に先

立つ9か月間に合計90日以上当該使用者に雇用されてい

ることが求められる。

　出産手当の資格算定期間内に複数の使用者に雇用され

ていた場合、出産手当は最後の使用者が支払い、民間債

権として他の使用者へ応分の出産手当相当額を請求する

ことができる。

　退職後4か月以内に出産を予定している従業員が退職

する際は、雇用主に妊娠している旨を伝えなければならな

い。この通知を怠った場合、出産手当の受給権は消滅する。

　労働者は出産休暇を申し出た後、使用者側が無償医療

を提供する場合は、使用者が指定する定期検診を受診し

なければならない。女性労働者が出産手当に関する権利

を放棄するという雇用契約は無効であり、使用者は人的

資源省指定の様式により出産手当に関する支給額をすべ

て記録する必要がある。

　育児休暇について、法律上の規定はない。

（3）解雇制度

イ　解雇規制及び一般的な解雇

（イ）雇用契約の終了

　期間の定めのある雇用契約又は一定の仕事の完遂を目

的とする雇用契約については、一般的に期間の終了又は

仕事の完了をもって契約は終了とみなされる。

雇用契約の当事者たる使用者、労働者が雇用契約の終了

を相手に通告する場合は、雇用契約に従い、労使共通の

通告期間が必要とされる。雇用契約において通告期間が

示されていない場合には、1955年雇用法により以下の期

間が適用される。

雇用期間 通告期間

2年未満 最低4週間
2年以上5年未満 最低6週間
5年以上 最低8週間

　期間の定めのない雇用契約を締結している場合は、一

定の労働者保護が規定されている。196７年産業関連法

（Industrial Relations Act 196７）においては、雇用契

約において、通知期間を定めての理由なき解雇を認める

条項があったとしても、正当な理由なくして労働者の解

雇は認められないとしている。

（ロ）懲戒解雇

　懲戒解雇については、2日以上の連続無断欠勤、犯罪、

業務履行困難、反復的怠業などが解雇事由となるが、警

告状の交付、査問（弁明の機会の付与）といった手続を

経なければ正当な解雇とは認められない。

　労働者側に懲戒事由に該当する行為があった場合、使

用者は労働者に対して問責理由に係る申立書を交付す

る。労働者が問責理由に納得できない場合、使用者は社

内調査を実施し、労働者へ弁明の機会を付与しなければ

ならない。

　社内調査により、労働者に非があると判断された場合、

使用者は当該労働者への懲戒の権利を得る。社内調査に

先立ち、使用者は2週間を上限として当該労働者の就業

を停止できる。停止期間中、労働者は賃金の半額を受け

取ることができ、調査結果労働者に非がないと判断され

た場合、使用者は残りの半額をすべて支払わなければな

らない。

　解雇する場合は違反行為発生後2週間以内に、解雇に

先立って警告を発しなければならない。

（ハ）整理解雇

　会社の閉鎖、生産減による人員過剰などによる整理解

雇を行う場合、使用者はまず、各種解雇回避措置（新規

採用の中止、休日労働の制限、労働時間や従業日の削減、

従業員の再研修・配置転換、レイオフ期間中の給与支払

い、全社員の一律賃金カット等）を実施しなければなら

ない。その上で整理解雇を実施するに当たっては、以下

の措置を実施する。

①　実施すべき整理解雇について従業員又は代表する組

合との討議

②　妥当な金額の金銭補償による自主退職機会の提供

③　資格のある労働者に対して勤続年数に応じた解雇手

当（金銭補償）の支払い

　　解雇手当の支払いは、雇用契約によるが、1955年雇

用 法1980年 就 業 規 定（ 解 雇 と レ イ オ フ の 手 当 ）
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（Employment （Termination and Lay-Off 

benefits） Regulations 1980）３2の金額を下回っては

ならない。解雇手当は解雇から７日以内に支払われる

ものとされる。

・ 勤続年数1年以上2年未満の場合、勤続年数1年につき

賃金10日分

・ 勤続年数2年以上5年未満の場合、勤続年数1年につき

賃金15日分

・ 勤続年数5年以上の場合、勤続年数1年につき賃金20

日分３３

④　定年に達している労働者の労働契約解除

⑤　1955年雇用法に定められた雇用解除の通知３4

・ 勤続年数2年未満の場合、4週間前の通知

・ 勤続年数5年未満の場合、6週間前の通知

・ 勤続年数5年以上の場合、8週間前の通知

　通知なしに解雇された労働者は、補償金を請求するこ

とができる。

⑥　整理解雇実施前の、他の就業先のあっせん援助

⑦　段階的な整理解雇の実施

⑧　同一カテゴリーにおいては、マレーシア人従業員を

解雇する前に外国人従業員を解雇する「Foreign-

Workers-First-Out」の実施

⑨　マレーシア人従業員の中では最後に雇った者から解

雇する「Last-In-First-Out」の実施

ロ　地位回復申立ての権利

　懲戒解雇が不当であると考えられる場合、労働者は、

労使関係局長に対して書面により地位回復の申立てを行

うことができる。労使関係局長が当事者間での和解が困

難であると判断した場合は人的資源大臣に付託され、更

に人的資源大臣が必要と判断した場合は労使関係裁判所

の裁定を受けることとなる。

ハ　解雇を巡る労使紛争

　労働者が比較的容易に離転職を行う一方で、使用者が

労働者を解雇することは容易ではなく、解雇を巡る問題

は労使紛争の主因のひとつとなっている。

　労使関係裁判所においては、懲戒解雇を不服とする労

働者の訴えが認められ、再就職済みであったことから復

職には至らなかったものの、雇用主であった外資企業に

未払賃金の支払いが認められた例がある。

　懲戒解雇を行う場合においても、当該労働者に対して

警告状を発出する、査問委員会を実施する等、適切なプ

ロセスを踏むことが重要と言われている。

　解雇を巡る紛争の件数が多いことから未処理案件が蓄

積し、紛争処理に時間がかかることが問題視されており、

迅速化が課題とされる。

表 5-2-8　地位回復請求の解決
（件）

2008 2009 2010 2011 2012
1. 地位回復 1,194 2,419 805 1,341 820 
2.  一時金（Ex-Gratia）
支払い 1,183 1,235 864 1,050 860 

（支払金額（千リンギ）） 12,610 13,119 12,199 13,209 10,942 

3.人的資源大臣の仲裁
3.1 労働関係裁判所
に付託して解決 1,233 1,219 1,671 1,045 1,587 

3.2 労働裁判所に付
託せず解決 623 271 1,182 1,209 998 

資料出所：人的資源省労使関係局

（4）労働者の安全衛生

イ  1994年労働安全衛生法（The Occupational Safety 

and Health Act 1994）

　1994年労働安全衛生法においては、職場における安全

性と健康を促進するための枠組みを規定している。この

法の施行に当たっては職業安全保健局（Department of 

Occupational Safety and Health: DOSH）が責任を

負う。

　使用者、被用者、自営業者を含め事実上あらゆる分野

の労働者の安全・健康の保護及び、それらの仕事により

危険にさらされ得る一般人の保護についても包括的に規

定している。

　使用者は、従業員の健康・安全・福利の保護に努めな

ければならないとされ、この義務は安全な機械設備及び

就労システムを提供し、維持管理する際において特に順

守が求められる。設備及び物質の使用、取扱い、保管、

■３2）   対象となるのは、雇用法が適用される被用者である。
■３３）   いずれの場合も、1年未満の端数がある場合は按分計算を行う。
■３4）   雇用契約において別途通知期間を定めている場合は、長い方の期間に従う。
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輸送の際には安全と健康のための措置を図ることとさ

れ、健康へ悪影響を与える可能性のある物質の取扱いに

ついては、雇用者の義務の中に、安全対策への必要な情

報提供や指示、訓練、監視業務も含まれている。

　40人以上の労働者を雇用する事業所においては、安

全・保健委員会の設置が必要とされる。委員会は、従業

員の安全と健康を守るための方法を常に検討し、問題が

生じそうな場合調査を行う。使用者は職場で事故や危険

な状況が発生した場合、また食中毒や疾病が発生したも

しくは発生しそうな場合は、最寄りの職業安全保健事務

所に届け出なければならない。

　機械機器の操作、据え付け、修理、取り壊しに当たっ

ては専門家による施行が必要とされる。危険な化学物質

を扱う場合も、専門家が空気の汚染や人への影響を常時

監視しなければならないとされる。

　1994年労働安全衛生法の下には以下の規定がある。

・ 雇用者による労働安全保健についての原則の提示規

定（1995年）

・ 作業上事故をもたらす危険のある障害物に対する規

定（1996年）

・ 危険化学物質の分類・包装・表示規定（199７年）

・ 安全・保健委員会規定（1996年）

・ 安全・保健担当官規定（199７年）

・ 健康に危険を及ぼす化学物質の使用基準規定（2000年）

・ 事故告知・危険事項・職業中毒・職業病規定（2004年）

　これらの規定に違反し、改善命令や停止命令に従わな

かった場合は50,000リンギ以下の罰金あるいは5年以下

の懲役又はその両方が課せられる場合がある。　

ロ  196７年工場及び機械法（Factories and Machinery 

Act 196７: FMA）

　工場及び従業員の安全、健康、福利に関する事項の工

場管理や機械登録や検査の内容を規定するためのもので

ある。ボイラー、圧力容器、クレーンやリフト設備など

危険性の高い機械は職業安全保健局（DOSH）の検査を

受けなければならない。すべての工場及び一般機械は据

え付け・操業前に職業安全保健局（DOSH）に登録され

なければならない。

（5）労災保険制度

イ　労働災害件数の動向

　2012年にマレーシア社会保険機構（Social Security 

Organization: SOCSO）に報告された労働災害件数３5

は約6.2万件で、このうち約2.6万件が通勤中の事故によ

るものであった。

表 5-2-9　労働災害件数の推移
（件）

2008 2009 2010 2011 2012
労働災害件数 54,133 55,186 57,639 59,897 61,552
うち通勤災害件数 19,041 20,810 22,036 24,809 26,256

資料出所：マレーシア社会保険機構（SOCSO）

ロ　労災保険制度の概要

　2012年時点で、SOCSOに拠出を行っている事業所は

３8万社、被用者は558万人である。

　なお、非熟練外国人労働者に対しては、使用者は、外

国人労働者の労働災害をカバーする外国人労働者補償保

険への加入が義務づけられている（詳細は「社会保障　2

年金制度、医療保険制度等　（2） 医療制度」の「（参考）

非熟練外国人労働者に対する労災・医療制度」を参照）。

（6）その他（人材派遣を巡る問題）

　2011年に1955年雇用法の改正が行われ、これまで未整

備 で あ っ た 人 材 派 遣 に つ い て、「 人 材 派 遣 会 社

（Contractor for Labour）」として規定された。政府は、

この改正は人材派遣会社を法の下で管理できるようにす

るため法律上に定義し、政府による立入検査等の必要な

規定を置いていきたい旨を主張したが、民間部門の全国

中央労働団体であるMTCUは、人材派遣会社を合法化す

ることになるため受け容れられないとしている。

　マレーシアでは多くの非熟練外国人労働者が人材派遣

会社を通じて就労しているが、質の低い業者もおり、高

額な仲介手数料の徴収、人材管理の不備等が問題視され

ている。マレーシアにおいては派遣労働者の保護、いわ

ゆる偽装請負等に係る法規制や制度解釈が未整備であ

り、MTCUはこのような状況がマレーシア人労働者にも

広がることを懸念している。

■３5）   SOCSOの統計には、外国人労働者をはじめとしたSOCSO未加入者に係る労働災害は含まれていない。
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4　労使関係施策 ………………………………
（1）労働組合規制と実態

イ　概要

　企業別、業種別、職業・職能別、産業別に労働組合の

組織が可能とされているが、特定の企業、産業等におい

て組合は一つに限定されており、既に労働組合が登録さ

れているカテゴリーにおいて新たな労働組合の結成は認

められない。

　1980年代までには主要産業において全国組織が成立

し、その後に登録された労働組合は、中小企業、製造業

を中心に規模の小さな企業内組合が多い。企業内組合は

東方（ルックイースト）政策 ３6を背景として、1988年の

法改正により組織が可能となった。

　安定的な労使関係が特徴とされているが、労働組合の

結成やその活動において多くの規制が設けられているこ

とを問題とする見方もある。マレーシアでは労働運動や

政治活動が制限されており、結社・集合・言論・出版の

自由についても制限される場合がある。また、5人以上

で集会を行う場合、警察の事前許可が必要である。

　ILO基本条約のうち、第98号条約（団結権及び団体交

渉権）を批准しているが、第8７号条約（結社の自由及び

団結権保護条約）については未批准である。

　労働組合や労使関係については、1959年労働組合法

（Trade Union Act 1959） 及 び196７年 労 使 関 係 法

（Industrial Relations Act 196７）において規定されて

いる。

ロ　労働組合規制

（イ）労働組合の結成及び承認手続

ａ　労働組合局への登録

　労働組合を結成し団体交渉を行うには、1959年労働組

合法に従って組合規約を作成し、組合の登録を行う必要

がある。組合が登録されていない場合、当該組合による

要求に対して企業側に対応の義務は生じない。

労働組合は、原則として結成から1 ヶ月以内に人的資源

省労働組合局に登録申請を行うが、その際には７名以上

■３6）   1981年に当時のマハティール首相が発表。日本と韓国の経済発展は、国民の労働倫理、勤労意欲や、個人より集団の利益を重視する姿勢にあるとし
て、マレーシアの近代化を欧米ではなく東アジアの両国から学ぶとするもの。

表 5-2-10　労災保険制度

名称 労災給付制度

根拠法 1969年被用者社会保障法 （Employees Social Security Act 1969）
運営主体 社会保障機構 （Social Security Organisation: SOCSO/PERKESO）

被保険者資格
月給3,000リンギ以下の被用者及びその使用者。月給3,000リンギを超える被用者は使用者との合意の上で任意加入
が可能。加入後に月給が3,000リンギを超えた被用者は継続加入の必要がある。自営業者、家事手伝い、外国人労働
者は対象外。

給付の種類・給
付内容

医療給付 回復するまでの間、SOCSO若しくは政府の医療機関において無料で医療を受けることが可能。

一時的な労働不
能給付

被用者の勤務（通勤を含む。）に伴う負傷・疾病・障害・死亡に対して補償を行うもの（労災保険スキーム）であり、
医療給付、障害給付、介護給付、葬祭給付、遺族給付、リハビリテーション給付及び教育ローン給付がある。

永久的な労働不
能給付

疾病年金スキームは、勤務に起因するか否かを問わず、重度の身体障害や治療困難な疾病が原因で収入が3分の1と
なった場合に補償を行うものであり、給付を受けるに当たっては55歳未満であること、SOCSOに設けられている医
療評議会（Medical Board）の審査を経ること等の要件を満たす必要がある。疾病年金（一時金）、介護給付、葬祭給
付、遺族給付、リハビリテーション給付及び教育ローン給付がある。

遺族 一時金が支払われる。

その他 ー

財源
保険料 財源は、労使双方からの拠出であり、被用者が月給の0.5％（疾病年金スキームへの拠出分）を、使用者が同1.75％

（労災保険スキームへの拠出分1.25％、疾病年金スキームへの拠出分0.5％）を負担している。
公費負担 ー

実績

受給者数 2012年にいずれかの給付を受けた者の延べ人数は39.7万人。（2011年の37.8万人から1.9万人増）
支給総額 2012年の給付総額は20億リンギ。（2011年の17.1億リンギから2.9億リンギ増）

基金残高等

2012年には約23.3億リンギ（前年比1.6億リンギ増）の拠出金が集まり、基金は232.5億リンギ（前年比33.5億リ
ンギ増）に達した。投資資産は201億リンギ（前年比10億リンギ増）でROI（投資収益率）は5.03%。
資産の構成は以下のとおり。
　・マレーシア政府関連証券（MGS）：81.9億リンギ（40.77%）
　・貸付金・債券：23.4億リンギ（11.65%）
　・株式：30.3億リンギ（15.09%）
　・金融市場：65.3億リンギ（32.49%）
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の組合員を有する必要がある。労働組合局は資格要件等

の審査を経て登録の受理、不受理を決定する。

ｂ　使用者による承認

　組合登録を終えた労働組合が従業員を代表して団体交

渉を行うためには、使用者による組合の承認が必要であ

る。

　労働組合は使用者に対し承認を求める通知を送付す

る。使用者が承認を拒否した場合又は承認要求に対する

回答がない場合、労働組合は14日以内に労働組合局長に

訴えなければ、承認要求取下げと見なされる。

　使用者による承認拒否及び無回答に関する労働組合の

訴えを受理した場合、労働組合局長は、組合の適格性、

代表性について調査を行う。調査により組合の正当性が

確認された場合、労働組合局長は使用者に対して組合の

承認を推奨する。使用者がこれに従わない場合、人的資

源大臣は組合の承認を命令することができる。大臣の決

定が不服である場合、使用者側は最高裁判所に異議を申

し立てることができる。

　組合の正当性が認められなかった場合、人的資源大臣

が承認拒否を認める決定を行う。この判断は最終決定で

あり、組合側は人的資源大臣の決定が不服であることを

理由としてストライキを行うことはできない。

（ロ）所管省庁・大臣の裁量

　労働組合の登録及び活動に関しては、人的資源省が広

範な裁量を有している。

　人的資源省の労働組合局長は、適法性を欠く労働組合

の登録を取り消す権限を持つ他、特定の企業や業種にお

いて既に労働組合が設立されている場合、新たな組合の

登録を拒否することができる。人的資源大臣は、国内治

安維持の観点から最大で6 ヶ月間労働組合の活動停止を

命じることが可能である。また、労働組合法の遵守を確

認するため、すべての労働組合は定期的に査察を受ける

ものとされている。

（ハ）その他の規制

ａ　外国人労働者

　外国人の非熟練労働者については、内務省入国管理局

により労働組合等３７へ加入しないことが入国条件とされ

る。企業側も、外国人非熟練労働者の入国に際して組合

に加入しないことを誓約させる等の措置をとっている。

ｂ　組合資金の使途に関する規制

　労働組合資金を政治目的に使用することは禁止されて

いる。

ハ　労働組合の実態

（イ）組合数・組合員数等の現状

　組合数、組合員数はいずれも漸増の傾向にあるが、組

織率は７.0％（2012年）と低調である。

　在マレーシア日系企業においても約７割に労働組合が

結成されておらず、労働組合との関係に問題を抱えてい

る日系企業は多くないようである３8。

表 5-2-11　労働組合数・組合員数の推移

年 組合数 組合員数（人）

2007 642 803,212 
2008 659 805,565 
2009 680 806,860 
2010 690 803,289 
2011 697 800,171 
2012 694 889,718 
2013 706 914,677 

2014年9月 727 918,673 

資料出所：人的資源省労働組合局

表 5-2-12　セクター別労働組合数・組合員数
　　　　　  （2014年9月時点）

セクター 労働組合数 組合員数
政府・法定団体 249 537,164 
民営企業 478 381,509 
合計 727 918,673 

資料出所：人的資源省労働組合局

■３７）   団体（association）への不加入が入国条件として就労ビザに明記されている。
■３8）   JACTIM/JETROによる「2012年在マレーシア日系企業アンケート調査（回答企業19７社）」より。
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表 5-2-13　産業別労働組合数・組合員数
  （2014年9月時点）

産業
2014

労働組合数 労働組合員数

農業、林業、漁業 53 77,799 
鉱業、採石業 3 962 
製造業 168 95,352 
電気、ガス、空調業 18 43,825 
水道、下水道業 18 9,161 
建設業 7 2,729 
卸売り、小売り等 35 43,801 
運輸、倉庫業等 81 47,544 
宿泊業、レストラン業 17 14,166 
情報通信業 28 14,268 
金融、保険業 47 45,113 
不動産業等 7 180 
公務員、軍人等 122 124,440 
教育業 58 329,612 
健康、社会的サービス業 41 65,204 
芸術、エンターテイメント業 5 91 
他のサービス業 1 1,066 
合計 727 918,673 

資料出所：人的資源省労働組合局

（ロ）電子産業における組織化問題

　1980年代には、マレーシア電機産業組合による電子産

業の組織化申請を労働組合局長が拒否したことが問題に

なった。1990年代後半に企業内組合の組織化のみを容認

し、2008年には地域別労働組合が承認されたが、他産業

とは異なり現在も全国組合の結成は認められていない。

電子産業には海外からの投資が多く、組織化の規制につ

いても外資系企業の意向をくんだものであると言われて

いる。

ニ　団体交渉

（イ）団体交渉の手続

　団体交渉を行うには、労働組合が労働組合局に登録さ

れ、従業員の代表組織として使用者側に承認されている

必要がある。

　一般的に団体交渉は、使用者と産業別全国組織の地域

支部及び企業別執行委員会、又は使用者と企業内労組の

間で行われる。労組側の招請を受けた使用者がこれを拒

否した場合、14日以内に受諾しない場合及び３0日以内に

団体交渉が開始されない場合、労組側は、団体交渉が遅

滞なく開始されるため必要な措置を講ずるよう労働組合

局長に書面で訴えることができる。この訴えにも関わら

ず団体交渉が開始されない場合は、労使紛争が存在する

ものとみなされる。なお、労働組合の承認問題や、採用、

解雇、復職、配転、昇進については「経営側の専権事項」

として団体交渉事項から除外されている。

　団体交渉が妥結した場合、両当事者による署名を経て

労働協約の成立となる。

　不成立の場合は、まず労使関係局の調停に進み、さら

に不成立であった場合、労使関係局長、人的資源大臣の

順に調停が行われる。人的資源大臣による調停が不成立

であった場合は労使関係裁判所の裁定を受けることとな

り、これが最終決定となる。

　なお、労働組合が組織されていない企業において、労

働者は直接上司、現場監督、使用者に対して改善を訴え

ることにより問題解決を図ることが一般的である。訴え

により解決に至らない場合、労働者は人的資源省に苦情

を申し立てることができ、これにより人的資源省は調査

等を行う。

（ロ）ストライキの実施手続

　ストライキを実施する場合は、参加資格のある組合員

による秘密投票における３分の2以上の賛成が必要であ

る。この投票の有効期間は90日であり、投票結果は開票

から14日以内に労働組合局長へ通知されなければなら

ない。また、あらかじめストライキの目的について内容

を明確にしておく必要がある。

　ストライキが可決された場合、労働組合局長への開票

結果通知から７日目以降にストライキを行うことができる。

しかし、この７日の間に人的資源大臣が紛争の仲裁を労

使関係裁判所に求めることが可能であり、裁判所介入後

のストライキ、ピケ又はロックアウトは違法とされる。

　団体交渉事項から除外されている事項についてストラ

イキを行うことはできない。また、ゼネラルストライキ

や連帯ストライキも禁止されている。違法なストライキ

を行った場合、主導した者に対する罰金や禁固刑も規定

されており、参加組合員も組合員資格を失うとされる。

（ハ）ストライキの現状

　組織率の低さ、スト実施手続の煩雑さ、対象とするこ

とが可能な紛争の範囲が狭いこと等により、ストライキ

の件数は少ない。
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（ニ）労使団体

ａ　労働者団体

　民間部門の全国中央労働団体として、マレーシア労働

組合会議（Malaysia Trade Union Congress: MTCU）、

官公部門の全国中央労働団体として官公労働組合会議

（Congress of Union of Employees in the Public 

and Civil Services: CUEPACS）がある。

ｂ　使用者団体

　使用者団体についても、1959年労働組合法に基づく登

録が必要である。業種別に組織されているが、その全国

団体としてマレーシア経営者連盟（Malaysia Employers 

Federation: MEF）がある３9。

（ホ）政策決定への労使関与

　マレーシアの労働政策決定システムは、政労使三者で

構成されている。人的資源省は労働政策を策定し、法令

の実施及び施行にあたる。労働組合連合及び経営者団体

は、助言・指導の提供及び政府諮問委員会への積極的な

参加を通じ、労働問題に関してそれぞれの構成員を代表

する。

　国内の労働施策や国際的な労働基準などの問題に係る

政労使三者の協議体として、「国家労働諮問委員会

（National Labor Advisory Council: NLAC）」が設置

されている。NLACは、労使代表それぞれ14名40と、議

長である人的資源大臣が指名する書記1名41及び政府代

表12名から成る。基本的に会合は年に2度であるが、法

改正の承認を行う場合等、必要に応じて随時招集される。

　個別の施策検討やその施行において、政労使による諮

問委員会が個別に設けられることも多く、政策決定にお

いて政労使は概して協調的である。また、年度の予算案

策定に当たっては、国内労使の他、外資系企業の商工団

体に対しても要望聴取等を行っているようである。

ホ　労働協約

（イ）位置付け

　196７年労使関係法第2条第1項において定められてお

り、「使用者と労働組合」若しくは「使用者組合と労働組

合」の間で書面にて合意したものとされる。具体的には、

①全国組合と使用者団体、②全国組合と個別企業、③企

業内組合と個別企業、の３種類の労働協約がある。

　労働協約の効果を生じさせるには、労使関係裁判所に

認知されなければならないが、そのためには以下の要件

を満たす必要がある 。

・ 労働協約の当事者の明記

・ 労働協約の有効期間の明示（３年以下であってはなら

ない）

・ 労働協約の修正又は解約に関する手続規定

・ 労働協約の解釈や実行に関する問題の解決手段明記

・ 経営陣の専権と見なされる事項を含んでいないこと

　認知された労働協約は、各労働者の労働契約の黙示の

条件となる。使用者が労働協約の規定に違反した場合、

組合や労働者は労使関係裁判所へ申立てをすることがで

きる。また、労働協約の有効期間は３年以下であっては

ならないとされているが、当事者は有効期間中に労働協

約の有効期限を両当事者の合意の下、変更することがで

きる。変更の事実は労使関係裁判所に提出されなくては

ならない。

（ロ）現状

　労働協約数は2010年の３３0件から漸減傾向にあり、

2011年は３22件、2012年は290件となっている。

表 5-2-14　ストライキ発生件数

件数（件） 参加労働者（人） 労働損失日数（人日）
2010 2011 2012 2010 2011 2012 2010 2011 2012

合計 2 0 0 71 0 0 181 0 0

資料出所：人的資源省労使関係局

■３9）   MEFは労働組合法上の使用者組合ではないため団体交渉には関与できないが、政府の各種審議会やILO総会等にはマレーシアの使用者を代表して
出席している。

■40）   使用者代表はマレーシア経営者連盟（MEF）、労働者代表はマレーシア労働組合会議（MTUC）及び官公労働組合会議（CUEPACS）より選出される。
■41）   書記は、人的資源省より選出される。
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（2）紛争解決制度とその実態

イ　紛争解決制度

（イ）労使関係局長及び人的資源大臣による調停

　労使紛争は、まず労使の自主的な話合いや労働協約の

手続にしたがって解決が図られる。これで解決されない

場合、労使いずれかが労使関係局長に申し出ることによ

り局長が必要な措置をとる（申出が無い場合でも労使関

係局長は公共の利益を考慮して介入に乗り出すことがで

きる）。それでも解決しない場合、局長は人的資源大臣に

調整を申し出、大臣が調停に必要な措置をとる（局長の

調停を経なくても大臣は調停に乗り出すことができる）。 

　以上の手続によっても解決に至らない場合、人的資源

大臣は労使関係裁判所に争議を付託することができる。

　労使関係裁判所への付託は人的資源大臣以外によって

行うことはできない。ただし、裁定や認証された労働協

約の解釈を巡る争いについては、当事者自身も労使関係

裁判所に付託することができる。

（ロ）労使関係裁判所（Industrial Court）

　196７年労使関係法により設置され、判事と労使の代表

により構成される。労使関係裁判所は、付託から３0日以

内に、公益、経済及び産業への影響を考慮したうえで、

裁定を下さなければならない。

　労使関係裁判所から出された裁定や命令は最終的なも

のであり争うことはできないが、司法の越権や誤審等の

理由に基づく場合に限り高等裁判所で争うことができ

る。その場合、当事者は裁定が出てから３0日以内に、高

等裁判所への付託申請を労使関係裁判所に提出しなけれ

ばならない。

　中でも不当解雇に関する紛争の発生件数が多いが、未

処理案件の蓄積により、解決に数年を要することもある。

解雇が不当と裁定された場合、労働者に対しては最大

24 ヶ月分の賃金が過去に遡って与えられる。

（ハ）労働審判所（Labour Court）

　労働審判所は人的資源省労働局が所管する準司法機関

である。1955年雇用法に規定された労働条件の最低基準

に関し「使用者が順守しない」といった労働者の苦情を

審査するもので、法廷を模した形式で労働局担当官

（Labour Officer）が判事の役割を果たしている。この

労働審判制度により労組による苦情処理制度を持たない

未組織労働者の労働条件が保護されている。この苦情が

個別的なものであっても、紛争になった場合は、（イ）の

手続を経て労使関係裁判所で扱われることになる。

ロ　実態

表 5-2-15　理由別労使紛争件数（2008 ～ 2012）

紛争件数

2008 2009 2010 2011 2012
団体交渉の拒否 26 24 36 28 16 
団体交渉の膠着 75 114 69 78 74 
労働協約その他労働条件 89 72 73 67 68 
労働者削減、レイオフ 4 7 0 4 16 
昇進、業務割り当て、異動
等 22 18 42 25 12 

降格、懲戒等 20 11 19 14 8 
労働基準に関する法違反、
福利厚生等 4 9 3 8 16 

労働者の権利侵害、不平等
な労働慣行 0 11 34 7 6 

その他 27 64 68 80 108 
合計 267 330 344 311 324 

資料出所：人的資源省労使関係局
※その年に新たに報告された労使紛争の件数

5　労働施策をめぐる最近の動向 ……………
（1）外国人労働者の制限強化

　政府は2020年の先進国入りに向けて、経済・産業・人

材の高度化を目指しており、労働集約的な産業を低付加

価値産業と見なしているため、外国人労働者の活用には

後ろ向きである。そのため、外国人労働者の査証取得が

年を追うごとに難しくなってきており、労働力確保に課

題を抱える企業が増えている。政府は自動化設備の導入

や人員を要しない工程管理の導入を推奨しているが、日

系企業の視点からみたマレーシアの魅力は依然として労

働集約的な生産拠点であり、政府の目指す方向とのずれ

が生じている。最低賃金導入よるコスト増の回避や労働

力の容易な確保を目的に、インドネシア等に移転を行う

企業もでてきている。

　労働人口が周辺アジア諸国と比較して少ないという弱

点を抱え、マレーシア人と外国人労働者は雇用分野です

み分けをしてきたが、外国人労働者の増加が治安の悪化に

つながるといった社会問題の観点から、政府の外国人労働

者に対する査証の発行は厳格化されるとみられている。
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（2）外国人不法滞在者の取締強化

　「Bersepadu 6P」42と呼ばれる外国人不法滞在者の一

斉取締活動により、2015年に50万人が本国に送還される

ことが予想されており、労働者不足に陥り経済成長に悪

影響を及ぼすのではないかとみられている。
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